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諸富徹著 『環境税の理論 と実際』

(有斐閣,2000年)

川 勝 健 志(京 都大学大学院)

深刻化する現代の環境問題に対 して,そ の原

因たる経済活動を環境保全の方向に誘導すると

共 に,長 期的には技術革新を促 し,社 会構造そ

のものを環境保全型 に転換 しなれければならな

い.本 書は,こ うした問題意識に鑑み,こ のよ

うな転換を担い,持 続可能な発展を可能にする

最も有効な政策手段 の1つ として環境税を理論

的 ・実証的に分析 している.こ れは,著 者が意

思決定過程に環境保全への経済的誘因を埋め込

み,徐 々に資本主義経済制度自体を 「グリーン

化」 していくには,広 範な経済主体に価格機構

を通 じて影響を与える環境税が何よりもまず重

視 されるべ きとの考えによるものであろう.

ではまず,本 書の内容について各章ごとに紹

介 したい.

第1章 では,環 境税の定義を宇沢弘文氏によ

り提示された概念である社会的共通資本の維持

管理手段とし,ま たそれは,政 策手段及び財源

調達手段 としての二重の性格を併せ持つとして

論を進めている.前 者の性格の根拠 としての環

境税をめ ぐる議論は,ピ グーの 「厚生経済学」

に端 を発 し,最 小 安 全 基 準(theSafe

MinimumStandard)を 費用効率的に実現する

政策手段 として環境税を構想する際に,利 用可

能 となりうるボーモルとオーツによる基準 ・価

格アプローチの提案へ と展開する.ま た公共介

入をめぐるピグー とコースの相違を概括 した上

で,外 部不経済を内部化す るための公共介入肯

定論に系譜を連ねる環境税 とコースの公共介入

否定論や共有資源の最適管理論に起源を持ち,

環境問題を所有権の確立により解決 しようとす

る排出許可証取引 とを対比 しなが らその理論的

系譜が辿 られている.一 方,後 者の性格の根拠

としての環境税についてはその発達史,と りわ

けオランダ排水課徴金を例示 しなが ら財源調達

手段 としての環境税が もつ 「基本的矛盾」が指

摘 されているD.ま た更に,こ うした性格をも

つ環境税 を社会的共通資本との関わりで統一的

に再定義するとともに,環 境税が21世 紀の税制

としてどのように位置付けられるのかを租税構

造の変動を歴史的に立ち返ることで検討 されて

いる.

第2,3章 では,環 境政策における経済的手

段に関す る経済学上の通説 を批判的に検討 し,

第2章 は排出許可証取引制度,第3章 は環境税

について,そ れぞれアメリカ及び ドイツにおけ

る排出許可証取引制度,ド イッ排水課徴金を格

好の事例 として政策手段のポリシー ・ミックス

分析が展開されている.第2章 では直接規制 と

経済的手段及び経済的手段相互の比較を理論的

に概括 した上で,な ぜ経済的手段 により直接規

制を代替できないのか,ま た,経 済的手段導入

後もなぜ直接規制が重要な役割を果たし続ける

のか といったポリシー ・ミックスにおける直接

規制 と経済的手段 との関係 に焦点が当てられて

いる.そ れに対 して,第3章 では政策手段の導

入が もたらす分配問題 を加味 しなが ら環境目標

を達成するためにポリシー ・ミックスがいかに

構築 されたかが議論の中心となっていることか

ら,両 章のポリシー ・ミックス分析はその 目的

を異にしている.し たがって,両 章は相侯 って,

なぜ現実が理論 と乖離せざるをえないのかを明

らかにするとともに,ポ リシー・ミックスの中

でそれぞれの政策手段が果たすべ き機能を分析

することに貢献している.

第4章 では,も ともと水管理費用の財源調達
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手段 として導入された点で ドイツ排水課徴金 と

は対照的なオランダ排水課徴金を取 り上げ,な

ぜ課徴金料率の上昇は排出者の課徴金負担を増

大させ,分 配問題を引 き起 こさなかったかのか

を解明することにその主要 目的がおかれてい

る.ま た,そ のインセ ンティブ効果を検証 し,

少なくとも有機性汚染の削減に関してはインセ

ンティブ効果を発揮 したとし,そ れは排出削減

に伴 う費用がすべて水管理組合によって排出源

に転嫁可能であった点に課徴金が排 出抑制上有

効性を獲得した要因があるとしている.つ まり,

その 「成功」根拠をオランダ排水課徴金が水管

理組合の費用負担システムに巧妙に組み込 まれ

たことに求め,最 後に ドイッ排水課徴金 とオラ

ンダ排水課徴金をその費用負担原理の側面から

比較することで ドイツ排水課徴金のような政策

課税実施の困難さや,逆 に,オ ランダ排水課徴

金のシステムとしての合理i生を見出している.

第5章 では,こ れまでに税 ・料金政策によっ

て地方 自治体が環境問題を制御 しようとした経

験,と りわけ日本で長い歴史をもつ下水道使用

料を取 り上げている.下 水道事業における料金

決定問題を公営企業における料金決定の問題で

あるとして,今 後の税 ・料金政策の 「グリーン

化」にあたり,自 治体が担 うべ き役割とその可

能性を理論的及び実証的に検討 している.

第6章 では,ド イツのバーデン ・ヴェルテン

ベルク州における農業環境政策と一種の直接所

得補償政策と水料金制度を例に取 り分析 し,21

世紀に向けて不可欠な農業政策と環境政策の統

合に際して,い かなる費用負担原則が適用 され

るべ きかを検討している,と りわけ,環 境政策

上の指導原理が 「汚染者負担の原則」であるに

もかかわらず,な ぜ農業に対 して 「受益者負担

の原則」が適用されることがあるのか,ま たそ

の適用が正当化されうるには,い かなる条件が

成立する場合なのか といった点を明確にするこ

とに議論の中心が置かれている.

第7,8章 では,ヨ ーロッパ諸国が温暖化ガ

スの排出を削減するために炭素 ・エネルギー税

を導入 したことの意義 と問題点を環境税制改革

の理論 と実際の検討 を通 じて明 らかに してい

る.と りわけ第7章 では,ヨ ーロッパ諸国にお

ける 「共通の道程」となりつつある環境税導入

に伴 う社会保険料の引き下げという税収中立的

な税制改革の枠組みがなぜ採用 されるのか,ま

た,こ れほど 「雇用と環境」が問題となるのは

なぜか といった疑問点の解明を,「 環境税制改

革」論争の発火点 といえる ドイツに求め,そ の

論争の再検討を通 じて,環 境税制改革のもつ意

義 とその実施上の困難を解明 している.更 に,

ドイツ経済研究所 により発表 された環境税制改

革の研究成果について検討することで,こ の論

争に客観的な議論の土台を提供 している.一 方,

第8章 では,デ ンマークのような開放経済下の

小国が単独で環境税を導入する際にはいかに制

度設計がなされるべきか,ま た,環 境税制改革

に伴い発生する分配問題を税制改革の中でどう

解決すべ きか といった問題をきわめて巧妙に解

決したデ ンマークの環境税制改革を評価すると

共に,そ の成功ゆえに生み出した新たな問題 を

指摘 している.

第9章 では,ヨ ーロッパ諸国が次々と炭素税

を導入した1990年 代初頭 とは事情が決定的に変

化 していることを考慮 しながら,日 本がいかな

る政策手段を用いて温暖化ガスの排出抑制に取

組んで行 くべ きかを課題 として論 じており,と

りわけ京都メカニズムが,京 都議定書で定めら

れた排出削減 目標の達成 という観点か らみて,

有効 に機能 しうるのかどうかを批判的に検討し

ている.

本書の結論的意味合いをもつ第10章 では,環

境税制 を税制体系の中に位置付 けるにあた り,

将来必ず検討 されなければならない課題,す な

わち経済 と環境問題のグローバル化 という構造

変化の中で,租 税政策と環境政策が どう変容 し,

その結果環境税がどのように税体系の中に位置

付け られて行 くのか という課題を扱い,問 題解

決の方向性を探求 しながら最後に著者の今後の

展望が示されている.

以上,本 書の内容を概括 ・紹介 して きたが,

以下では,ま ず本書を一読した若干の感想及び
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評価を付 した上で,次 に評者が関心のある論点

をいくつか取 り上げ,コ メントを試みたい.

これまで環境税を題 目とする論文は数多 く輩

出されてきたが,日 本語版のまとまった著作 と

しては,評 者が知る限りでは一橋大学の石弘光

教授による著書∂だけであ り,ま たその内容に

ついては概ねいわゆる狭義の環境税である地球

温暖化対策としての炭素税に関するものであっ

た.一 方,本 書は炭素税に限 らず,多 面にわた

り現在考えられる多くの議論を豊富な事例研究

を通じて検討 し,い わゆる広義の環境税 につい

て,こ れまでの環境税研究とは異なる視点か ら

まとめ上げられている.と りわけ現実の経済的

手段 をポリシー ・ミックスの観点から分析 して

いる点は大変興味深い.更 に,こ れまで環境税

といえば,主 として環境経済学の分野として取

り扱われてきた観があるが,本 書は環境経済学

のみならず,財 政学的観点か らのアプローチの

必要性をも熟知 して両面か らのアプローチを試

み,か つ包括的に論 じられているところに特徴

があり,著 者の広範な視点が見られる.本 書の

一番の特徴は,著 者の大変緻密なサーベイに基

礎をおいた ドイッを主 とするヨーロッパ諸国に

おける環境税の徹底 した事例研究であることは

言うまでもない.と りわけ,著 者自ら自身の環

境経済学研究の源と語る ドイッの文献及び資料

のサーベイは,評 者には本書 こそが ドイツの文

献 といえるし,本 書の もつ独 自性のひとつ とい

えよう.た だ,事 例研究が豊富な反面,著 者が

もつ独 自の発想に基づいた論点があまり見当た

らない点に関しては若干の物足 りなさの感なし

としない.勿 論,こ のような些細な指摘は,本

書全体の価値を些かも損なうものではなく,本

書は,今 後評者は勿論,環 境税研究を志す者の

必須の参考文献 となるであろう.地 球温暖化問

題を中心とした日本における環境税導入に関す

る議論については第9章 において取 り上げられ

ているが,と りわけ,今 後は著者自身が描 く日

本における環境税制のより具体的かつ現実的な

構想についての より発展 した議論を期待 した

い.

次に,本 書の目玉のひとつでもあ り,評 者が

最 も関心を抱 く環境税制改革について,本 書 と

関連して以下に環境税導入を議論する際に必ず

論争になる3つ の論点を上げ,評 者なりの見解

を加えたい.ま ず1つ 目は,い わゆる二重配当

論の 「第2の 配当」である環境改善以外の非環

境便益についてである.本 書ではこの点に関し

て第7章 にて触れ られているが,環 境保全と失

業問題の同時解決は本当に整合的か どうかを再

考 したい。というの も,環 境税収を所得税,法

人税,消 費税あるいは社会保険料を引き下げる

財源に充てること自体はよいが,環 境 との関係

が今ひとつ見えてこないところに疑問を拭えな

いか らである.例 えば,と りわけヨーロッパ諸

国は環境税導入にともなう社会保険料の雇用者

負担分の引き下げを行い,「 環境問題と雇用問

題の同時解決」を共通 して志向 しているが3',

環境 と雇用が どう結びつ くのかが不明である.

本書第7章1.3節 におけるビンスヴァンガーら

の著作の検討により,そ の問題意識の背景が確

かに垣間み られる部分 はあるものの,環 境と雇

用 との関係を結びつける根拠 まで には至 らな

い.著 者が第1章 において定義しているように,

環境税は確かに環境負荷を抑制する為の政策手

段 としての性格だけでなく財源調達手段として

の性格とを併せ持つが,後 者の性格には環境問

題の対象や空間レベルの拡大につれて,環 境税

収が膨大な額に達する4)と いう,こ こ数年の試

算結果が軒並み出てきたことから論議の的にな

った側面がある.ゆ えに今ここで,環 境税の原

点は使途 も含めて環境保全対策としての手段で

あるという根本的な目的を再認識することが必

要であると評者は考える.つ まり,税 負担の大

きいものほど環境 に負荷を与えていることが認

識され,国 民一人一人に環境問題の存在やその

解決のための取組みの必要性等が浸透すること

が重要であるということに立ち返らなければな

らない.し たがって,環 境税収を既存の税の減

税 に充てること自体は分配問題 を考慮 したよい

アイデアであるが,今 後,環 境税制(と りわけ

「第2の 配当!)に ついて議論する際には,減 税
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の対象となるものと環境 との明確 な関係,「 結

びつ き」についても盛 り込んでいく必要がある

のではないか と考える.一 方,著 者は二重の配

当論(静 学的効率性)よ りもむ しろ,ヴ ァイツ

ゼッカー らにより構想 されている長期にわた り

環境税制改革を実施 し,価 格機構を通 じて大量

生産 ・大量消費 ・大量廃棄社会を徐々に環境保

全型社会構造へ と転換 させること(動 学的効率

性)を 環境税制改革の長所 として重視 している.

今ある社会を異なる社会へ移行するそのプロセ

スには,「 いかにすれば,ソ フ ト・ランディン

グしていけるのか」 という課題があろうが,こ

の著者特有 といえる視点は大変興味深い.

2つ 目は,環 境税収の限界 についてである.

環境税収は,当 然環境がよくなるにつれて減収

することになる(温 暖化問題でいえば,CO2排

出が削減されていくにつれて,炭 素税収は減収

する).つ まり,税 収の安定性がないため,他

の税の減税に充てる程の税収は,い つまでも当

てにできないのではないか という論点である.

著者が第1章 脚注で炭素税 を例に述べているよ

うに,確 かに炭素税収が究極的にゼロになると

いうことは起こりえないだろうが,所 得税や法

人税などの主たる税の減税に充てるとなると,

いつまで,な い しどこまで環境税収を当てにで

きるのかが懸念されることから,例 えば同時に

所得,法 人税率を段階的に引き下げて行 くとい

う対策なども考えて行 く必要があるのではない

かと考える「'}.ただ,第9章 において著者は,

環境税制がもたらす逆進性 を重視する際には消

費税の引き下げを行うことが望ましいとされて

いるが,環 境税収を消費税の引 き下げに充てる

ことについては,ヨ ーロッパのように高率であ

れば別であるが,い まだ低率で しか も今後その

引き上げが構想されている日本においては適し

ていない.環 境税収の使途については,い まだ

議論する余地が多々あ り,最 終的な結論 を下す

にはもう少 し時間を要すると考えるが,環 境税

の基本原則に立ち返るならば,前 述 したように

環境税はあ くまで も環境保全対策として,環 境

への負荷を抑制するために課されるのであるか

ら,当 然その使途は著者の環境税の定義たる社

会的共通資本を維持管理(環 境保全対策技術促

進などを含む)す るための補助金等のために特

定化されるべ きであり,特 別課徴金の基本原則

か らも,当 然税収は使途特定のはずである.し

か し,実 際問題 として,環 境税を目的税化 し,

莫大な税収の使途を特定化することは,財 政の

硬直化を招 く恐れがある.こ れは日本の道路財

源が抱えている課題でもあるといえる.確 かに

道路整備 も重要であるが,今 日では環境や高齢

化の問題の方が,我 々をはじめ,将 来世代に至

るまでのより重要な課題となってきている.つ

まり,問 題の 「優先順位」が変わってきている

のである.以 上か ら勘案すると,そ の使途を特

定化 しないまでも目的税的性格を持たせ,使 途

をはっきりと明示することを前提に環境保全を

最優先に考えた財源 として用い,一 般財源に繰

り入れるべ きであると考える.そ してその段階

ではじめて非環境便益について考えて行 くべき

だろう.

3つ 目に,環 境税の 「逆進性」を議論する際

の留意点 を論 じたい.環 境税は,税 負担の部分

だけを考えると確かに逆進的ではあるが,環 境

問題の被害者 は往々にして社会的な弱者,す な

わち低所得階層であることを考えると,環 境改

善便益 をより享受で きるのは低所得者層であ

る.最 終的には低所得者層か ら高所得者層への

所得移転を起 こすため,低 所得者層が享受でき

る環境改善便益は当初 よりも相殺 され,縮 小さ

れて しまうという実証研究はあるものの,こ れ

まで環境税の逆進性問題 を議論する際に,あ ま

りにも税負担の部分だけが強調されす ぎてきた

観があるのではないか.確 かに環境税負担によ

る帰着 もOECDの 実証研究{')によれば,一 般

的に逆進性が見 られるが,」.M.Po七erbaの 実証

研究(ア メリカの消費者支出調査のデータを用

いて)7,に よれば,「 環境税はやはり逆進的な

帰着をもたらすが,生 活水準を表す指標 として

所得ベースを用いた場合 よりも支出額ベースで

用いた場合の方がより逆進的でなくなる.換 言

すれば,た とえ累進的 とは呼べないとしても低
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所得者層及び中所得者層にとっての負担は一般

に考えられているよりも少ないであろう.し た

がって,指 標如何で逆進性は異なった大きさに

なる」 と評価 している.

以上の論点は勿論,わ が国の環境税に関する

議論は,平 成5年 に制定された環境基本法に経

済的措置に関する条文が置かれて以来,数 多 く

なされてきたが,そ の具体的な制度化にまでは

いまだ至っていない.確 かに環境税に課せ られ

る問題は大 きく,今 後も困難…を伴うであろうが,

櫓擢の立たぬ海もなしである,実 際,先 頃発表

された政府税調の答申においても初めて環境問

題への税制面での対応が盛 り込まれるなど,環

境税 をテーマ とした議論の重要性は今後 もます

ます高まっていくことは必至であり,そ の具体

的制度化についても近い将来国民的に議論され

るときが くるであろうことを考えると,こ の先

駆的な業績の持つ役割はますます重要なものと

なることは間違いない.
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